
 

平成 27年５月 12日 政策評価審議会規則第１号 

改正 令和３年１月 25日 政策評価審議会規則第１号 

  

政策評価審議会令（平成 12年政令第 270号）第９条の規定に基づき、政策評

価審議会議事運営規則を次のように定める。 

 

  平成 27年５月 12日 

政策評価審議会会長 岡 素之 

 

政策評価審議会議事運営規則 

 

（会議の招集） 

第１条 政策評価審議会（以下「審議会」という。）の会議は、会長が招集する。 

２ 会長は、やむを得ない理由により会議を開催する余裕がないと認めるとき

その他正当な理由があると認めるときには、書面による審議を行うことがで

き、事案の概要を記した書面を委員及び当該議事に関係のある臨時委員に送

付し、その意見を徴し又は賛否を問い、その結果をもって審議会の議決に代

えることができる。 

 

（会議への出席） 

第２条 会長が必要と認めるときは、委員、臨時委員及び専門委員（以下「委

員等」という。）は、テレビ会議システムを利用して会議に出席することがで

きる。 

２ テレビ会議システムによる出席は、政策評価審議会令第６条第１項及び第

２項に規定する出席に含めるものとする。 

 

（委員等以外の者の出席） 

第３条 審議会は、委員等以外の者に対し、会議に出席して意見を述べ又は説

明を行うことを求めることができる。 

 

（会議の公開） 

第４条 会議は、公開とする。ただし、会長は、必要があると認めるときは、

審議会に諮って、会議を非公開とすることができる。 

 

（議事録） 

第５条 議事の経過については、会議の都度、議事録を作成するものとする。 
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２ 議事録は、公表する。ただし、会長は、必要があると認めるときは、審議

会に諮って、議事録を非公表とすることができる。 

 

 （部会の設置） 

第６条 審議会は、その議決をもって部会を置くことができる。 

 

 （議決の特例） 

第７条 審議会は、部会の議決をもって審議会の議決とする必要がある場合は、

あらかじめ、委員の３分の２以上の多数により、その旨を議決することがで

きる。 

 

 （ワーキング・グループの設置） 

第８条 審議会は、特定の事項を調査させるため、その議決をもってワーキン

グ・グループを置くことができる。 

 

 （部会の運営） 

第９条 第１条から第５条まで及び前条の規定は、部会の議事について準用す

る。 

２ 部会長は、会長の求めがあった場合には、部会を招集しなければならない。 

３ 部会に属しない委員は、部会の会議に出席して意見を述べ又は説明を行う

ことができる。部会に属しない臨時委員又は専門委員であって部会長が必要

と認めるものも同様とする。 

４ 前三項に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が定

める。 

 

（雑則） 

第 10条 この規則に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長

が定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この規則は、平成 27年５月 12日から施行する。 

 

 （政策評価・独立行政法人評価委員会議事規則の廃止） 

第２条 政策評価・独立行政法人評価委員会議事規則（政策評価・独立行政法

人評価委員会規則第１号）は、廃止する。 



 

 

 

附 則（令和３年１月 25日政策評価審議会規則第１号） 

この規則は、令和３年１月 25日から施行する。 


